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海外の自然エネルギー導入の

最新状況と日本

国際シンポジウム「自然エネルギーの
大量導入が電力システムを変える」
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電力だけなら４５％程度

交通 熱 電力 最終エネルギー合計
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原発維持の英国も2020年までに
30％の自然エネルギーをめざす

Sources: United Kingdom Government, Energy Trends Electricity and Renewables Statistics
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■デンマーク 風力だけで41%を供給

他の欧州諸国の2014年前半の状況

■スペイン 50%以上を自然エネルギーで供給
（ 2011年前半は、38%）

■イタリア 40%を自然エネルギーで供給
（ 2011年前半は、24%）

■フランス 約20%を自然エネルギーで供給
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アメリカでは、初めて「新自然エネル
ギー」が水力発電を上回った
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16州が20％以上の自然エネルギーを導入
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カリフォルニア州の自然エネルギーの拡大

2010 2013 2014前半

風力(3.26→8.34)、太陽光(0.41→5.02)が拡大

32.5%
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欧州各国は太陽光や風力発電をどのくらい
使っているか

太陽光

風力

年間総発電量に占める割合（2013年）

日本は2.5%

(2013年度）



2014年10月9日
ドイツ環境・自然保護・原子力安全省 ト
ーステン・ビショッフ気候変動対策
・エネルギー転換局長講演資料より

「ドイツの電力会社も15年前
は、供給安定のため、３％以
上の自然エネルギーは入らな
いと言っていた」



欧州は
他国との連系線があるから・・

日本の電力会社間の連系線
の容量は小さい？



欧州各国と日本の電力会社間の連系線の比較

⇒連系線が小さいスペインも24%を導入



なぜ、
大量の自然エネルギーの導入
が実現できているのか



系統ワーキングの検討事項
（第４回新エネ小委員会資料より）

欧米の先進的な国や地域では１０年以
上前から、こうした準備をしてきた



2020年に自然エネルギー33％をめざす
カリフォルニアの独立系統運用機関（CAISO)



ニューヨークの系統運用機関も
風力を最優先で活用



東京電力中央給電指令所（同社HPより）

スペインREE社 中央制御センター

カリフォルニア独立系統運用機関（CAISO)
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NHK 11月7日
「賛成」「どちらかといえば賛成」３２％
「反対」「どちらかといえば反対」５７％



原子力発電については色々な意見があるが、
日本で福島事故前のような基幹電源にはならない

「原子力小委員会」（第1回）参考資料1より

再稼働申請している20基で、
2030年に40年以内なのは13基。
2010年の3割弱に



原発の困難

出典：自然エネルギー財団

安全対策で発電コストが高騰、経済的メリットを失う原発

「世界で最高水準の安全装置を備えた原発」を前提とすれば、
新設コストは14～17円/kWh以上に。
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英国で計画中の原発は
15.7円/kWhでの買取を
３５年間約束。

原発に依存せず、
いかに低炭素で、
安定した電力を確保
するのか



気候変動の危機

IPCC第５次評価
報告書

・エネルギー供給起源の
CO2排出量を2040~2070年
までの間に2010年比で90%

以上削減する。
・2050年までに低炭素エネ
ルギーの割合を80％以上に
する。
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原発停止を理由に、石炭火力新設の動き
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日経新聞2014/10/17
日経新聞：2014/3/25



気候変動の危機
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２５基(計1,300万kW超)の石炭火力発電所建設
計画が進行中(「気候ネットワーク」発表）。
8000万トン以上の二酸化炭素を排出







自然エネの導入目標を高く設定し、
実現にむけた総合的な取組を進める



「自然エネルギーが主旋律を奏で、
他の電源がそれを補う」

ドイツ環境・自然保護・原子力安全省 トーステ
ン・ビショッフ気候変動対策・エネルギー転換局長

・自然エネルギーは無制限に
系統に入れることが原則

・変動に追従できない電源は
存続できない

・ベースロード電源というの
は昔の考え方



←エネルギー基本計画
の考え方

カリフォルニア州の
ホームページ ↓

自然エネルギー

原子力

火力

輸入

水力
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CONTACT:  
公益財団法人自然エネルギー財団

e-mail: info AT jref.or.jp
address: 2-18-3, Higashi-Shimbashi, Minato-Ku, Tokyo 105-0021, JAPAN
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